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漁港・漁村の安全性確保と魅力を高める取組が進む 

 

漁港・漁村は、漁業生産の拠点であるとともに住民の生活の場であり、機能性に加えて

安全性の確保が求められています。 

さらに近年では、６次産業化の取組の活発化とともに、新鮮な水産物などを求めて多く

の人々が漁港・漁村を訪れるようになっており、漁業生産の拠点としてだけでなく、県民

にとって魅力ある場所となっています。 

 

 

 

 

本県では、平成 17 年の福岡県西方沖地震で玄界島をはじめとする漁港・漁村に多大な

被害が生じました。加えて、沿岸域では台風に伴う高潮被害も発生しています。 

そこで県では、防波堤などの漁港施設の整備によって防災機能の強化を進めてきました。 

また、東日本大震災では、地震に伴う津波により多くの人命が奪われるとともに、漁

港・漁村が壊滅的な被害を受けました。県では防災機能の強化に向け、防波堤の嵩上
か さ あ

げな

どの漁港施設の整備を進めるなど、住民が安心して生活できる災害に強い漁港・漁村づく

りに取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

特集 

漁港・漁村の防災機能を強化 

越波の状況 沖に整備した防波堤 

堤防の嵩上げ 

嵩上げ

旧堤防高
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近年、漁港・漁村では、直売所等での水産物の直接販売やカキ小屋、漁師食堂、体験漁

業など、漁業者による６次産業化の取組が活発化しています。 

特に、カキ小屋では、週末には順番を待つ人々で長蛇の列ができるなど、漁港・漁村は、

漁業生産だけではなく、新鮮な水産物の購入やレジャーなどの拠点としての役割も高まっ

ています。 

県では、水産業の６次産業化を推進し漁港・漁村の魅力をさらに高めることで、県民に

支持される水産業を育成していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁港・漁村を拠点とした６次産業化の動き 
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第１章 福岡県水産業の動き 

１ 福岡県水産業の概要 

漁業生産量はサバ類・アジ類などの増加で前年比１万ｔ増加             

・生産量は10万ｔで、前年に比べ１万ｔ増加

しました。 

・主な魚種の生産量は、サバ類が13,925ｔで

前年に比べ3,205ｔ増加、マアジが9,850ｔで

前年に比べ3,734ｔ増加、マダイが2,008ｔで

前年に比べ674ｔ増加しました。 

 

 

 

 

 

 

ノリ養殖生産は３億２千万枚減少したものの、生産額は平年並み 

・ノリは、生産枚数が12億３千万枚で、前年

に比べ３億２千万枚、過去５年の平均に比べ

14％減少しました。生産額は128億４千万円で、

過去５年の平均の94％となり平年並みでした。 

生産枚数の減少は、有明海における秋芽生

産期の高水温と多雨により病害が拡大したた

めです。 

 

 

 

 

 

カキ養殖生産は良好な身入りなどにより95ｔ増加 

・カキは、1,965ｔで前年に比べ95ｔ、過去５

年の平均に比べ20％増加しました。 

これは、筑前海で餌となるプランクトンが

秋期に増加して身入りが良好であったことと、

養殖施設の数が増加したためです。 

 

 

 

カキ養殖生産の推移（養殖年） 
資料：福岡農林水産統計年報、海面漁業・養殖業生産統計、 

漁業管理課調べ  
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漁業管理課調べ  
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漁業協同組合員は前年比324人減少                        

・漁業協同組合員（内水面を含む）は6,884

人で前年に比べ324人減少しました。 

・海区別では、筑前海区が2,320人、有明海

区が2,432人、豊前海区が900人、内水面が

1,232人でした。 

 

 

 

 

 

 

漁船はノリ作業船の登録増加により前年比392隻増加                

・漁船は6,846隻で、前年に比べ392隻増加し

ました。これは、ノリ養殖の作業船の登録が

増加したためです。 

・トン数別では、３～4.9トンが2,373隻で全

体の31％を占め、５トン以上は541隻で８％で

した。 

 

 

 

 

トン数階層別漁船隻数の推移 
資料：漁業管理課調べ 
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２ 福岡県水産業の主要指標                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 筑前海 有明海 豊前海

体 3,253 3,173 1,122 447 80 12

●20年値
･2008年漁業センサス

*1:筑前海には遠洋･沖
   合漁業を含む

人 － 6,174 2,761 774 － 13

うち男性 人 － 4,751 1,840 504 － 14

　　女性 人 － 1,423 921 270 － 9

k㎡ － － － 約7,000 171 930
河川
延長

2,205km
－

km － － － 420 47 109
人工湖
31カ所

－

ｍ － － － 120 15 15
溜池

5,325カ
所

－

件 50 37 － 31 3 3 13 －

件 222 164 － 49 83 32 58 －

隻 6,846 6,636 3,127 807 210 －

●23年12月31日現在
･漁業管理課資料
*3:筑前海には遠洋・沖
   合漁業を含む

漁協 44 35 － 8 19 8 9 －

人 6,884 5,652 － 2,320 2,432 900 1,232 －

－ － －

－ － －

－ － －

12,248 14,213 2,144

11,977 1,598 1,684

271 12,615 460

万円/k㎡ － － － 約170 約8,310 約230 －

※全国ランクは海面漁業の数値で比較

●20年値
･2008年漁業センサス

*2:筑前海には遠洋･沖
   合漁業を含む

就 業 者 数 2,639

2,407

  232

遠洋･沖合
漁　 　業
(筑前海)

沿岸漁業

経 営 体 数 1,604

項　目 単位 県合計

海面漁業

内水面
全 国
ランク

備　　考

水 域 面 積

●水域面積
(筑前海)
･隣接県との主要な陸地
 間、島間の中間線を結
 ぶ線に囲まれた本県漁
 船が操業する水域の面
 積
(有明海・豊前海)
･共同漁業権漁場の面積
(内水面)
･県土整備部河川課資料
･農林水産部農村整備課
 資料

海 岸 線
の 長 さ

最 大 水 深

共同漁業権
免 許 件 数

●24年３月31日現在
･漁業管理課資料
･水産振興課資料

区画漁業権
免 許 件 数

漁 船 数 2,702

漁 協 数
●23年値
･漁業管理課資料漁 協

組 合 員 数

71,353
900 －

●23年値
･平成23年漁業・養殖業
 生産統計(概数値)
･漁業管理課資料
･水産振興課資料漁船漁業

生 産 量
ｔ 52,906 52,315 28,108

24,207

漁 業
生 産 量

ｔ 100,361 99,461 28,108

591 －

養 殖 業
生 産 量

ｔ 47,455 47,146 －
47,146

309 －

1,135 15
●22年値
･平成22年漁業・養殖業
 生産統計
･漁業管理課資料
･水産振興課資料漁船漁業

生 産 額
百万円 19,937 19,167 3,908

15,259
770

漁 業
生 産 額

百万円 33,648 32,513 3,908
28,604

単位面積当
たり生産額

16

養 殖 業
生 産 額

百万円 13,710 13,345 －
13,345

365 13

*1

*2

*3
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３ 福岡県水産業の全国的位置                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
単位

1 2 3 4 5

8.9% 愛媛 長崎 福岡 兵庫 山口

14,947 1,610 1,480 1,334 998 909

8.1% 長崎 山口 福岡 神奈川 島根

3,826 835 401 311 307 303

7.5% 福井 京都 石川 福岡 長崎

14,241 1,650 1,590 1,359 1,061 1,049

7.2% 島根 福岡 山口 岡山 香川

4,954 370 359 348 344 330

5.8% 長崎 山口 島根 福岡 鹿児島

6,549 1,776 1,231 965 382 229

4.4% 千葉 兵庫 神奈川 愛知 福岡

8,968 2,324 758 561 529 396

3.8% 長崎 島根 鳥取 千葉 福岡

159,440 51,691 32,970 9,823 6,814 6,116

14.7% 愛知 福岡 大分 山口 愛媛

2,665 457 391 273 262 230

12.9% 愛媛 愛知 福岡 大分 山口

551 158 77 71 65 32

15.8% 佐賀 兵庫 福岡 熊本 香川

7,774 1,826 1,539 1,229 966 497

16.5% 佐賀 兵庫 福岡 熊本 香川

772 194 145 127 97 44

6.6% 茨城 福島 群馬 宮崎 福岡

3,692 1,106 1,059 325 315 244

　※ノリは23年（養殖年（23年10月～24年4月）)を、その他の数値は22年を表示。

サワラ類 ｔ

主産県

マダイ ｔ

イサキ ｔ

項目
全国シェア

全国計

ｔ

生産額
(億円)

資料：農林水産統計年報、漁業管理課調べ

コイ養殖

ノリ養殖

生産枚数
(百万枚)

チダイ・
キダイ

ｔ

ｔ

フグ類 ｔ

ｔ

スズキ類 ｔ

マアジ

クルマエビ

ガザミ類 ｔ
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４ 福岡県内の漁場                                

福岡県には、筑前海、有明海、豊前海の３つの海と内水面があります。 

筑前海は、対馬海峡東水道の玄界灘、響灘に位置し、対馬暖流の影響を受ける外海性

の海域で、水深は120ｍより浅く、なだらかな海底地形です。また、海底には、天然礁

が多く分布しており、沿岸域の岩礁地帯には藻場が形成されています。 

有明海は、筑後川をはじめ多くの河川が流れ込む内湾性の海域です。 

水深は15ｍより浅く、海底は泥または砂泥で、干潮と満潮の高さの差（干満差）が最

大６ｍに達し、干潮時には約20k㎡の広大な干潟が出現します。 

豊前海は、瀬戸内海最西部の周防灘に位置する内海性の海域です。 

水深は15ｍより浅く、海底は泥または砂泥で、干満差は最大４ｍに達し、沿岸域には

干潟も出現します。 

内水面は、河川、ため池及び養殖池等淡水域を指します。九州で最も長い筑後川（長

さ143km）や矢部川（長さ61km）など大きな河川があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福岡県内の漁場（数値は24年３月31日現在） 
 



- 8 - 

 

第２章 施策の展開方向 

１ 安全・安心な水産物の安定的供給 

本県水産物流通の中心的な役割を担っている卸売市場は、取扱量・額とも10年前と比べ

て半減しています。市場単価は低迷しており、卸売市場に出荷する水産物の付加価値向上

や消費者への直接販売の取組が広がっています。 

 

（１）多様な流通チャンネルへの対応                        

（市場取扱額は60億円減少、直販は６百万円増加） 

・本県沿岸漁業で水揚げされる水産物は、卸売市場を主体に出荷されており、市場は水

産物流通の中心的な役割を担っています。卸売市場の取扱額は940億円で、前年に比べ60

億円減少しました。長期的にも減少傾向にあり、10年前に比べ半減しています。 

・一方、漁業者による直接販売の取組が進展しています。漁業者が出荷する直販施設の

販売額は17億円で、前年に比べ６百万円増加し、10年前と比べて２倍以上となっていま

す。 

・漁業者の収益性を確保するため、付加価値向上や販路拡大の取組が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直販施設における販売額の推移 

資料：水産振興課調べ 
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（漁業者グループによる付加価値向上の取組が進む） 

・水産物は安定した入荷や鮮度の良さが求められており、漁協では漁獲物の鮮度保持に

必要な製氷施設や海水殺菌装置などの整備を進めています。 

また、意欲ある漁業者グループが、海上蓄養による出荷時期の調整や船上水槽内の海

水の強制循環による活魚率の向上など、漁獲物の付加価値向上の取組を進めています。 

・鐘崎漁協のまき網グループは、海上蓄養施設の整備により、11月の漁獲物（ブリ、

600円/kg）を蓄養し、需要の多い年末に販売した結果、1,400円/kgまで価格が向上しま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○６次産業化の取組が拡大 

・漁業者自らが生産した水産物を用いた加工商品を開発

したり、漁師レストランやカキ小屋を開設するなど、６

次産業化の取組が進んでいます。 

・地元で多く獲れるエソを使った揚げ物や、特産のノリ

を使った佃煮、旬の地魚を使用した季節替わりのメニュ

ーを漁協直営店で提供するなどの取組が行われています。 

 

 

 

 

 

 

 

新のり佃煮 

「うのしま豊築丸」で 

提供される鱧御膳（はもごぜん） 

 実施者 商品 販売先

糸島漁協 糸島漁師の揚げ天 直販所

両開漁協、浜武漁協 生のり佃煮、新のり佃煮 地元海苔店、量販店

豊築漁協 旬の地魚定食
豊築漁協直営

漁師食堂「うのしま豊築丸」

６次産業化の取組の例 

ブリなどを収容した海上蓄養施設 

 
漁　協 グループ 取組の狙い 取　組　内　容 主な魚種

まき網
出荷調整による市場価

格向上

海上蓄養による漁獲物の

出荷時期の調整
ブリ

いか釣り
活魚率向上による漁獲

物の市場価格向上

船上水槽内の海水強制循

環による活魚率向上
イカ

船上水槽内の海水強制循
環による活魚率向上

海上蓄養による漁獲物の
出荷時期の調整

宗像 まき網
活魚率向上による漁獲

物の市場価格向上

船上水槽内の海水強制循

環による活魚率向上
ブリ

ひびき灘 加工
高品質化による商品価
値向上

アカモク加工機による加工
品の高品質化

アカモク

鐘崎

福岡市 はえ縄

活魚率向上・出荷調整

による漁獲物の市場価
格向上

ブリ

主な漁業者グループの付加価値向上の取組 



- 10 - 

 

（２）水産物に関する情報発信                           

（漁業者によるＰＲイベントが年々増加） 

・漁業者による県産水産物ＰＲイベントの実施日数（延べ）は229日で、前年に比べ43日

増加しています。 

・学校給食に水産物を提供した漁協数は16で横ばいでしたが、提供する品目数は増加し

ており、地産地消の取組が進んでいます。 

・県産水産物の消費拡大のため、生産、流通、消費の各段階で、旬の魚や食べ方などの

情報を発信するとともに、学校給食や地域の取組などを通じ、県産水産物を食べる機会

を増やしていくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域で魚食普及の取組が進む） 

・水産物の消費拡大を図るため、糸島漁協な

ど14漁協で、地元住民や小中学生などを対象

に漁業者による魚食普及の取組が進められて

います。 

・糸島漁協の女性部は、市内の小学校で魚

のさばき方やアジを使ったハンバーガーな

どの料理指導を行いました。普段、魚を料

理することが少ない子供たちにとって「作

って食べる」楽しさを知る貴重な機会とな

りました。 
糸島漁協が児童にアジのさばき方を指導 

 

学校給食に水産物を提供した漁協数の推移 
資料：水産振興課調べ 
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２ 持続的利用を可能にする資源づくり 

水産資源は、漁場環境を良好に保つとともに、漁獲を適切に管理することで再生産が行

われ、持続的利用が可能となります。 

このため、漁場環境の保全と漁場づくり、資源の適切な管理、さらには種苗の放流によ

る資源の増殖が必要です。 

有明海では、大規模な覆砂の実施によって、底質の改善が進み、アサリなどの資源が増

加するとともに、ノリ養殖も安定してきています。 

 

（１）漁場環境の保全と漁場づくり                         

・藻場・干潟は、魚介類の産卵や育成場として重要な役割を担っています。 

・近年、ウニ類など植食性動物の増加により、一部の藻場で食害が進行しており、漁業

者による藻場保全の活動が進められています。 

・一方、干潟は二枚貝資源の減少により漁業生産の減少に加え、浄化機能が低下してい

ます。 

 

 

（増殖場の造成により漁場生産力が向上） 

・投石や構造物の設置を行い、魚介類の生育に適し

たすみ場や餌場を造成し、漁場生産力の向上や水産

資源の増大を図っています。 

筑前海でアワビ、サザエ（北九州市若松区地先）、

豊前海でメバル、カサゴ（北九州市門司区地先）の

増殖場を計３箇所造成しました。 

 

 

 

（12の漁業者グループが漁場環境保全の取組を実施） 

・藻場・干潟や浅海域の漁場環境を保全するため、12の漁業者グループが藻場の再生な

どに取り組みました。 

・藻場再生のための母藻の投入や、藻場減少の要因となっているウニ類の駆除、漁業の

操業に支障をきたすグミの駆除、二枚貝を大量に捕食するナルトビエイの駆除に取り組

み、その後のモニタリング調査で効果を検証しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

投石後の藻場 

ガンガゼ（ウニの一種）駆除 ガンガゼ駆除後に投入する母藻 
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（覆砂の実施により漁場環境が改善） 

・干潟や浅海域の漁場環境を改善するため、有明海や豊前海で覆砂を行っています。 

有明海では、平成23年度は122ha、13年度から累計1,132haの覆砂を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（魚礁設置によりマアジ等を本県海域に誘導） 

・マアジやマダイなど沖合域を通過する回遊性魚類

を本県海域へ誘導・滞留させ、漁場の形成や操業の

効率化を図るため、魚礁を設置しています。 

福岡市、新宮町、福津市、宗像市及び北九州市の各

地先、福岡市及び糸島市の各沖合の計７箇所に魚礁

を設置しました。 

 

 
釣漁業対象の鋼製魚礁 

覆砂による環境改善 
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資料：水産振興課調べ 
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（２）資源管理型漁業の推進                            

（資源回復計画に基づいた取組が進む） 

・資源が著しく減少したり、広い海域で管理が必要な魚種について、国、関係県、漁業

者が一体となって資源回復計画を策定し、資源の回復のため各種の取組を行っています。 

・現在、５つの資源回復計画が策定されており、漁業者が計画に沿って各種の取組を行

い、資源の回復を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（豊前海区のサワラ資源が回復） 

・豊前海区を含む瀬戸内海のサワラは、各府

県において重要な魚種であり、本県でも豊前

海ではさし網漁業などで漁獲されています。 

・平成10年には漁獲量が200ｔを下回るなど

資源が著しく減少したことから、関係府県と

漁業者などが、休漁期間の設定や網目の規制、

種苗放流を行うなど、資源の回復に取り組ん

できました。 

・その結果、漁獲量は1,444ｔ、資源量も約

4,600ｔに回復しています。 

・今後も、関係県、漁業者と一体となった取

組を進め、資源の回復を図ります。 

 

 

瀬戸内海のサワラ資源量と漁獲量の推移 
資料：平成 23 年度我が国周辺水域の漁業資源評価 

 計画名 漁業種類 対象海区 主な取組

サワラ瀬戸内海系群資源回復計画 さし網漁業など 豊前海区
春漁の休漁

漁具の網目拡大

周防灘小型機船底びき網漁業対象種（カレイ
類、ヒラメ、クルマエビ、シャコ、ガザミ）資源回

復計画

小型底びき網漁業 豊前海区
産卵期の親魚保護
小型魚の再放流

九州・山口北西海域トラフグ資源回復計画 ふぐはえ縄漁業 筑前海区

休漁期間の設定

小型魚の再放流
種苗放流

福岡湾口域イカナゴ資源回復計画 いかなご房丈網漁業 筑前海区 休漁期間の設定

有明海ガザミ資源回復計画 さし網・かご漁業など 有明海区
産卵期の親魚保護

小型魚の再放流

資料：漁業管理課調べ

本県における資源回復計画の実施状況 



- 14 - 

 

（３）栽培漁業の推進                               

（種苗の大量生産で積極的に資源を増殖） 

・水産資源の持続的利用を図るためには、資源管理の取組とともに、種苗放流など積極

的な増殖を行うことが効果的です。 

・福岡県栽培漁業公社※は、栽培漁業の推進拠点として、６種の種苗を生産し各海区や

内水面の漁業者へ販売しています。 

・生産数は、クルマエビが1,419万尾（前年比85％）、ヨシエビが1,015万尾（同

110％）、ガザミが308万尾（同83％）、クロアワビが106万個（同122％）、アカウニが

69万個（同98％）、アユが160万尾（同104％）でした。 

・このほかに、漁業者団体から委託されたトラフグ59万尾を生産し、供給しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＤＮＡ判別技術で放流ガザミを追跡） 

・ガザミは成長のため脱皮することから、長期

間の装着が可能な標識がありませんでした。 

・新たに、ガザミのＤＮＡを調べて親子関係を

判別する標識技術が開発され、この技術を導入

して放流ガザミの追跡調査を実施しています。 

・今後、放流ガザミの追跡調査によって得られ

たデータを踏まえ、放流効果の向上に取り組み

ます。 

 

 

 

 

※平成24年４月１日に、公益財団法人ふくおか豊かな海づくり協会へ移行 

 

ガザミの放流種苗 

魚種別種苗生産数量の推移 

資料：漁業管理課調べ 
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（４）養殖業の推進                                

（厳しい条件の中、適切な養殖管理で有明海のノリは生産量を維持） 

・平成23年の有明海のノリ養殖生産は12.3億

枚で、秋芽生産期の高水温と多雨という厳し

い条件の中、前年に比べ3.2億枚の減少にと

どめました。 

・県では、ノリ養殖情報や海況速報を計53回

発行し、きめ細かな養殖管理の指導に努めま

した。海況情報提供システムのアクセス数は

22.1万件で、昨年に比べ5.4万件増加してお

り、これらの情報をもとに漁業者が適切な養

殖管理に取り組んだことが生産に結びつきま

した。 

 

（環境に配慮した高品質の真珠生産が進む） 

・相島で育つ天然アコヤガイは、健康で大き

くなるという有利な特徴があります。この特

徴を活かして、相島では大珠で美しい光沢の

ある真珠が養殖されています。 

・品質の高い真珠の生産に加え、真珠を取り

出した後に残る貝肉や貝殻を食品や土壌改良

材に有効利用するなど、養殖から製品の生産

まで廃棄物を出さないシステム作りが進んで

います。 

 

（カキの天然採苗を本県で初めて実施） 

・本県で用いられるカキ養殖種苗は、約400

万枚を宮城県から購入していますが、東日本

大震災により種苗の入手が困難な状況となり

ました。 

・県では、20年度から天然採苗技術の開発に

取り組んでおり、緊急的に生産者へ技術指導

を行い、約30万枚の「県産カキ種苗」を確保

しました。 

・一方で、本県の生産者は、宮城県で採苗が

行えるよう養殖資材の提供などに取り組みま

した。このような支援もあり、宮城県で採苗

が再開され、本県での採苗分を加えて必要数

量を確保することができました。 

12.7 

15.5 
16.7 

22.1 
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20
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平成20 21 22 23年度

万件

海況情報提供システムの 

アクセス件数の推移（９－４月計） 
資料：漁業管理課調べ 

浜揚げ（真珠の取り出し）に小川知事と 

長﨑新宮町長が参加 

天然採苗したかき種苗 
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（５）漁場利用の合理化                              

（漁業許可件数は前年並みの3,311件） 

・漁業許可件数は、3,311件（前年比99％）でした。 

・海区別では、筑前海区が1,788件（同100％）、有明海区が458件（同97％）、豊前海

区が1,065件（同99％）でした。 

筑前海区では、北九州地区でのナマコ資源の増加に伴い、なまこ桁網漁業が新たに許

可されたため、小型機船底びき網漁業が増加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（漁業者とダイビング組織が海面利用のルールに関する協定を締結） 

・福岡市の志賀島では、漁業者とレジャーダイビ

ング組織の間で海面利用のルールづくりについて、

長年協議されてきました。 

・県、市及び海上保安部を交えた協議の結果、福

岡市漁協志賀島支所とダイビング組織との間で、

潜水区域や潜水時間などのルールを定めた協定書

が交わされました。 

志賀島支所とダイビング組織との協議により 

設置された密漁防止の看板 
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資料：漁業管理課調べ 
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（本県海域の漁業違反検挙数は前年比４件増加） 

・漁業違反検挙件数は31件で前年に比べ４件増加しました。 

・主な検挙事例は、筑前海区のさし網の操業時間帯違反、ごち網の操業区域違反でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（高速取締船により悪質密漁への対策を強化） 

・アワビなど磯根資源を狙う密漁者は、高速船で

組織的に行動するなど巧妙さを増しています。 

・県では、「しんぷう」と「つくし」の２隻の高

速船を主力として、悪質な密漁に対する取締体制

を強化し、密漁の抑止と検挙に取り組んでいます。 

 

 

 

（関係機関との連携により取締を強化） 

・県では、近隣県、海上保安部、水産庁及び漁業者組織などと連携を強化し、密漁や漁

業違反の防止に取り組んでいます。 

・特に、近隣県と連携して実施した合同取締では、電子メールを活用した迅速な情報交

換によって密漁船を長時間追跡して密漁を抑止するなど、具体的な取組を進めています。 

 

 

 

 

「しんぷう」に追跡される密漁船 

漁業取締実績の推移（左図：検挙実績、右図：指導実績） 

資料：漁業管理課調べ 
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３ 経営感覚のある人づくりと組織の強化 

 

新規就業者は、ノリ養殖業などへの就業の減少により前年比11人減の60人でした。今

後も、就業希望者に対し就業情報や漁協とのマッチングの場を提供し、新規就業者の確

保を進めていきます。 

 

（１）漁業者の育成                                

（30歳以上の新規就業者は2/3が非漁家出身） 

・新規就業者は60人で、前年に比べ11人減

少しました。これは、有明海区でノリ養殖

業への就業が減少したためです。 

・新規就業者のうち37％は非漁家出身者で、

転業者が多くを占めています。年齢別にみ

ると、30歳未満では22％、30歳以上では

65％が非漁家出身者です。水産関係教育機

関からの新規就業者は３人でした。 

 

 

（漁業者の確保に向けマッチングの場を提供） 

・漁業就業希望者に対し、「ふくおか農林漁業新規

就業セミナー・就業相談会」や電話での就業相談を

行い、25名の新規就業希望者に対して求人情報を提

供しました。このうち、３名が「まき網漁業」に、

１名が「真珠養殖業」に就業しました。 

 

 

 

 

（沿岸漁業改善資金を活用し親世代から独立） 

・沿岸漁業改善資金は、沿岸漁業者の経営の改善、

後継者の育成などを目的として、国と県で造成した

資金を県が無利子で貸し付ける制度です。 

漁船建造やノリの全自動乾燥機設置に対し、６件、

約８千万円の融資を行い、後継者の支援に取り組み

ました。 

 

 

 ノリ全自動乾燥機 

ふくおか農林漁業新規就業 

セミナー・就業相談会 

 

海区別新規就業者数の推移 

資料：水産振興課調べ 
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（２）経営の安定化の推進                          

（漁業共済への加入件数は前年比210の増加） 

・漁業共済制度は、中小漁業者の不漁などに

よる減収を補てんし、漁業経営の安定を図る

ものです。 

・漁船漁業の漁業共済契約件数は、近年減少

傾向でしたが、平成23年度は契約件数が553

件と、前年と比べて210件増加しました。こ

れは、資源管理・漁業所得補償対策によって

漁業共済への加入が増加したためです。 

・有明海区のノリ養殖では、以前から全経営

体が漁業共済に加入しています。 

 

 

（資源管理・漁業所得補償対策で漁業共済加入者が増加） 

・資源管理計画（漁船漁業）や漁場改善計画（養殖業）を策定した漁業者に対して、共

済掛金の国庫補助率の上乗せや、有利な積立制度の提供によって漁業経営の安定を図る

資源管理・漁業所得補償対策が開始されました。 

・県では、漁業者が資源管理計画や漁場改善計画を速やかに策定できるよう支援すると

ともに、当制度の周知に努め、漁業共済加入を促進しました。その結果、漁業共済へ加

入する漁業者が増加しました。 

・漁獲が不調であったまき網漁業や一部のノリ養殖業の経営体では、この対策によって

収入減少の影響が緩和され、経営の安定に役立ちました。 

 

漁船漁業における漁業᾿ Ό�d�T�d�…�´Ç/—�.%¤!�Ò`i
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（３）漁協等の再編の推進                          

（漁協数は前年並みの36） 

・沿海漁協数は36で前年並みでした。 

・漁協は、漁業・漁村の中心的組織であり、販

売事業による漁業者の経営改善などの役割を果

たすためには、漁協再編を進め、組織・事業基

盤の強化を図ることが必要です。 

 

 

 

 

（有明海区で合併協議が進む） 

・有明海区では、生産指導から販売までを一

元的に行う組織体制を構築するため、漁業者

の生産指導を行う有明海漁連とノリの共同販

売を行う海苔共販漁連の合併協議が行われて

きました。この結果、平成24年３月に両漁連

の臨時総会で合併が議決され、６月の合併を

目指した合併契約書に調印が行われました。 

・宗像地区の宗像、鐘崎両漁協では、共同出

荷や資材の共同仕入など事業統合の協議が行

われてきました。これに加え、合併に向けた

協議も開始されました。 

 

 

 

 

 

表彰行事一覧 

 

表彰行事名 市町村名 氏名･団体名 内容 

第61回浅海増殖研究発表全国大

会 

水産庁長官賞 

－ 

福岡県有明海区研究

連合会 内野 嘉泰

（高田漁協所属） 

ノリ安定生産の取組 

第17回全国青年・女性漁業者交

流大会 

水産庁長官賞 

－ 

福岡県有明海区研究

連合会 古賀 国平

（川口漁協所属） 

ノリ流失要因調査の取組 

第31回全国豊かな海づくり大会 

農林水産大臣賞 
糸島市 

糸島漁業協同組合加

布里支所ハマグリ会 
ハマグリの資源管理の取組 

 

両漁連の合併調印式 

話題 
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※三浦漁協が平成23年５月に解散 

福岡県漁協組織再編の状況（24年３月現在） 

 

  －漁協組織の適正化を促進－ 

 漁協の組合員資格は、水産業協同組合法（以下「水協法」という。）及び漁協の定

款で定められており、これを審査することは理事の基本的かつ重要な業務です。しか

し、一部の漁協では資格審査規程及び同基準が未整備で、適正に審査が行われていな

いため、組合員資格のない者が漁協に存在し、このことが適正な漁協運営の妨げとな

っていました。 

 県は、組合員資格審査に重点を置いた漁協の指導に取り組んでおり、水協法に基づ

き、組合員個々の漁業実態に関する報告の徴収を行うとともに、常例検査でその内容

を詳細に検証しています。資格審査が不適切な漁協には必要措置命令等により改善を

求めるなど、厳正に対応しています。 

 

※ 
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４ 都市と共生する漁村づくり 

（１）漁村の基盤づくり                              

（防波堤など基本施設の整備が52漁港で完了） 

・県内には65の漁港があり、それぞれに漁

村集落が形成されています。 

・漁港・漁村は漁業生産の拠点であり、住

民の生活の場でもあります。そのため安全

で安心な漁港・漁村が形成されるよう漁港

施設の整備を計画的に進め、防波堤や係留

施設などの基本施設の整備が、平成23年度

までに52港において完了しています。 

・なお、整備済の漁港施設では、部分的な

堤防嵩上などの機能強化工事を実施すると

ともに、施設の長寿命化と更新コストの縮

減のため、機能保全計画を策定し適切な維

持管理を行っていきます。 

 

 

 

（漁港整備で出入港時間が拡大） 

・福岡市小呂島漁港の防波堤・突堤や柳川

市沖端漁港の物揚場などを整備するととも

に、沖端・皿垣開・両開・江浦の各漁港の

航路や泊地の
しゆんせつ

浚 渫を実施しました。 

・沖端漁港においては、平成23年度に漁港

整備が完了したことで、干満差の大きい有

明海の潮位の影響を受けることなく出入港

や荷揚げ作業が出来るようになり、ノリ養

殖の生産安定に寄与しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防波堤（福岡市・小呂島漁港） 

 

沖端漁港の物揚場整備（嵩上げ） 左：着工前 右：完成時 
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（都市との交流を促進する漁村環境の整備が進む） 

・漁村の生活環境改善や都市との交流を促

進するため、漁村環境の整備を進めていま

す。 

北九州市脇田漁港の交流広場は、平成23

年度に施設の整備が完了しました。 

今後、都市との交流の促進による地域活

性化の拠点としての役割が期待されます。 

 

 

 

 

（共同利用施設の整備で生産基盤を強化） 

・漁村における労働環境の改善や生産基盤の充実を図るため、漁業近代化施設や流通改

善施設の整備を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海区 施設の名称 

筑前海区 
水産物荷さばき施設（遠賀漁協）、密漁監視船（新宮相島漁協）、 

水産物鮮度保持施設（宗像漁協、福岡市漁協） 

有明海区 ノリ佃煮加工施設（両開漁協）、ノリ協業施設（大川漁協、大和漁協） 

豊前海区 カキ養殖抑制棚（豊前海北部漁協）、冷凍施設（豊築漁協） 

主な施設整備実績 

水産物荷さばき施設（遠賀漁協） 

 

ノリ佃煮加工施設（両開漁協） 

交流広場（北九州市・脇田） 
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（２）都市と漁村の交流                              

（漁業への理解を促進する漁業体験が増加） 

・筑前海区の漁村数は42で、このうち、地びき

網など漁業体験に取り組む漁村数は９で増加傾

向にあります。 

・漁業や海への理解を深めるためには、このよ

うな体験の機会を増やしていくことが重要です。 

・漁業体験は、漁村イベントに併せて実施され

るほか、夏休み期間を中心として随時受け入れ

る形態も増えており、漁村の都市住民を受け入

れる体制整備が進みつつあります。 
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第３章 各海区の動向 

１ 筑前海区                                

（中・小型まき網漁業は低水準で推移） 

・中・小型まき網漁業は、６千ｔ未満の漁獲が

３年連続となりました。主にマアジの減少によ

るものです。 

・船びき網漁業は、前年並みの3.5千ｔでした。

マダイが好漁でした。 

・釣り漁業は、２千ｔで前年に比べ８％減少し

ました。サワラは好漁が続いています。 

 

 

 

（ＥＥＺ内で韓国漁船とのトラブルが発生） 

・日本のＥＥＺ（排他的経済水域）内では、韓国漁

船に操業が許可されています。しかし、平成24年１

月に韓国はえ縄漁船の操業により、本県のフグはえ

縄漁船の漁具が被害を受けるとともに、操業場所が

確保できなくなる事態となりました。 

・これらを受け、県と漁業関係者が国に対しトラブ

ル防止の漁場監視などを要望しトラブルは回避され

ましたが、沖ノ島周辺海域で韓国漁船が拿捕される

など違反操業も顕在化しています。 

・今後は関係県と連携し、国に対し外国漁船の適正

操業と日本漁船の漁場確保を引き続き要望していき

ます。 

 

 

 

（資源管理と販売対策の両立に取り組む） 

・糸島漁業協同組合加布里支所ハマグリ会は、９年から漁獲量の制限や小型貝の再放流

など資源管理に取り組むとともに、京都、大阪市場への出荷や宅配による販売など販路

拡大に取り組んでいます。 

・これにより、安定した生産が維持されるとともに、販売単価は10年の1.5倍以上とな

っています。 

・今回、ハマグリの資源管理の取組が評価され、全国豊かな海づくり大会で農林水産大

臣賞を受賞しました。 

・受賞を機に、ハマグリ会のような資源管理と販売対策を一体的に取り組む活動が各地

に広がることが期待されます。 

トラブル発生海域 

福岡県 

山口県 

↑EEZ ←トラブル海域 

操業する韓国はえ縄漁船 
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（福岡湾でのノリ、ワカメ養殖の不作要因を解明） 

・近年、福岡湾ではノリやワカメ養殖の不

作がしばしば起きています。 

・そこで、これら藻類の生長に不可欠な栄

養塩（窒素・リン）の濃度の変動とノリ、

ワカメの生育の関係を明らかにするととも

に、過去30年間の栄養塩収支の解析を行

い、近年の不作要因を検討しました。 

・養殖海域における窒素濃度は問題なかっ

たものの、リン濃度は養殖期間後半に著し

く低下し、同時にノリの色落ちやワカメの

葉体流出が起きていることが確認されまし

た。 

・さらに県では、栄養塩収支を解析し、昭

和50年代以降、湾内へのリン供給量が減少

したため、湾内のリン濃度が低下し、冬季

の湾内のリン濃度は湾外よりも低くなって

いることが明らかになりました。 

・このことから、陸域からのリン供給量の

減少が大きな要因となり、ノリ、ワカメ養殖の不作が起きていると考えられました。 

・今後はノリ、ワカメ養殖に限らず、栄養塩供給量の変動が福岡湾の基礎生産や漁業生

産へどのように影響するかについて、さらに検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ワカメの葉体（左：正常時、右：リン不足による葉体流出時） 

ワカメ養殖場の栄養塩濃度の変化 

（上：窒素濃度、下：リン濃度） 
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２ 有明海区                                

（養殖ノリの単価は全国比104％） 

・ノリ養殖は、平均単価が10.38円/枚で前

年に比べ６％上昇しました。全国的に海況

に恵まれず、生産されるノリの品質が低下

する中、平年並みの品質を確保することが

できたためです。 

 

 

 

（二枚貝資源の回復に向けた取組が進む） 

・有明海に生息するアサリ、サルボウなどの

二枚貝は、漁獲対象であるだけではなく、赤

潮発生の抑制など、海域環境の浄化・維持に

も重要な役割を果たしています。 

・二枚貝を主とする採貝漁業の漁獲量は、

2.3千ｔで前年に比べ１千ｔ減少しています。

これは、干潟漁場で秋季にサルボウが大量へ

い死したためです。平成14年以降、２千ｔ以

上で推移していますが、不安定な漁獲となっ

ています。 

・県では、底質の悪化した海域に覆砂を実施

することで底質環境を改善し、二枚貝の増殖

と、干潟の浄化機能の回復を図っています。 

・今後も、漁業者と連携し、浮泥除去による

アサリ漁場の改善やサルボウの天然採苗など、

二枚貝類の増殖に積極的に取り組んでいきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

覆砂による環境改善 

天然採苗したサルボウの稚貝 サルボウの天然採苗の様子 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23年

(推定)

漁
獲
量

その他

サルボウ

アサリ

ｔ

採貝漁業の漁獲量の推移 
資料：農林水産統計、漁業管理課調べ 
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（福岡県有明海区研究連合会がダブル受賞） 

・福岡県有明海区研究連合会が第61回浅海増殖研究発表全国大会と第17回全国青年・女

性漁業者交流大会で、水産庁長官賞を相次いで受賞しました。 

 

・ノリの安定生産の取組が評価され、福岡県有明

海区研究連合会の内野嘉泰氏（高田漁協所属）が

水産庁長官賞を受賞しました。 

・研究連合会では、最近、高水温対策で変更して

きた養殖スケジュールを検証した結果、秋芽生産

が安定し、冷凍網生産と大きな差がなくなったこ

とを確認しました。 

・今後は、検証結果をもとに、ノリ養殖のスケジ

ュール案についての提言を行うとのことです。 

 

 

・ノリの流失要因調査の取組が評価され、福岡県

有明海区研究連合会の古賀国平氏（川口漁協所

属）が水産庁長官賞を受賞しました。 

・研究連合会では、ノリの生産初期に発生するノ

リ芽流失の原因をカモの食害と突き止め、食害対

策を行ったところ一定の効果を確認しました。 

・今後は、より簡便で効果的な防止策を検討して

いくとのことです。 

 

 

（有明海での３種のカキの生息状況を確認） 

・天然カキの分布状況を調査しました。この結果、

有明海には海域や水深によってマガキ、シカメガ

キ、スミノエガキが棲み分けていることがわかり

ました。また、天然採苗試験ではシカメガキ、ス

ミノエガキの採苗が確認されました。 

・今後はこれら３種のカキの天然採苗を基本とし

た、有明海に適した養殖技術の開発を検討してい

きます。 

表彰式での古賀国平氏（右端） 

表彰式での内野嘉泰氏（右から２番目） 

スミノエガキ（左）とシカメガキ（中央） 

※右はマガキ（参考、豊前海産） 
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３ 豊前海区                                

（直販力を活かして飲食店への販路を開拓） 

・「豊前海一粒かき」の出荷は、卸売市場

経由が２割程度であり、宅配などによる

直販が主体です。このため、販路の開拓

が極めて重要となります。 

・豊前海区カキ養殖研究会は、沿海市町

で行われる産業祭やイベントで試食や即

売会を行うとともに、福岡市や沖縄県の

産地外で販売促進イベントを開催するな

ど、新たな需要発掘に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・漁業者は、カキの販売で培った経験を活かして、地元の魚介類で作られる加工品の直

販を行うとともに、北九州商工会議所主催の商談会「農商工マッチングフェア in 北九

州」に参加し、「豊前海一粒かき」や「豊前本ガニ」を出品するなど、飲食店を対象と

した販路開拓にも取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

天神中央公園かきキャンペーン 福岡空港でのイベント 

農商工マッチングフェア in北九州 京築 食と神楽の祭典の試食販売 
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豊前海区の養殖カキ出荷先内訳の推移 

資料：北九州市卸売市場、漁業管理課調べ 
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（ナルトビエイの生態データを国内で初めて入手） 

・豊前海区のアサリ資源量は、近年、きわめて

低い水準で推移しています。その要因の一つと

して、ナルトビエイによる食害があげられます。 

・これまで漁業者による駆除活動が実施されて

いますが、その生態に関しては不明な部分が多

いため、県では生態解明に向けた様々な調査を

行ってきました。 

・こうしたなか、水深と水温が自動記録できる

標識を装着した個体が、約１年後に再捕されま

した。これほど長い期間をおいて標識が回収で

きたのは日本で初めてです。今後、ナルトビエ

イの移動生態を解明する貴重なデータとして、

解析を進めていきます。 

 

（かご漁の餌として、ナルトビエイの有効性を実証） 

・県では、駆除したナルトビエイを、ガザミやマダコをかご漁で獲る際の「餌」として

利用する試験を行いました。通常はサバの切り身を使用しますが、ナルトビエイの場合、

サバに比べて腐りにくく、餌持ちがよいため、長期間投入できることがわかりました。

さらにサバ餌とほぼ同じくらいの漁獲ができることも確認されました。 

・近年、燃油やサバの値段も上昇していますが、ナルトビエイ餌を利用することで、出

船の回数も少なくなり、燃油代と餌代の両方を節約できることが期待されます。この成

果は、ナルトビエイの有効利用法として、漁業者に普及していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標識を装着したナルトビエイ 

たこかご試験の様子 
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４ 内水面                                 

・本県では、矢部川などに第５種共同漁業権※が設定されています。 

・県は内水面の漁連、漁協と連携して、水産資源の積極的な増殖と管理を行うとともに、

消費拡大に努めています。 

 

（水産資源の増殖に向けアユ等の種苗を放流） 

・内水面の漁場環境は、降雨や天候の影響

を受けやすく、水産動植物の採捕も比較的

容易であるため、資源への影響が生じやす

い状況にあります。 

・このため、共同漁業権が設定されている

河川では、漁業法により資源を増殖するこ

とが定められています。 

・主要魚種のアユは、83万尾の種苗を放流

し、95トンと前年並みの漁獲でした。 

・アユの他、オイカワ68万尾、エツ13万尾

などの種苗を放流するとともに、エツやワ

カサギなどの受精卵放流、オイカワの産卵

場造成を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第５種共同漁業権：内水面の共同漁業権をいい、本県では矢部川、筑後川、八木山川、今川、祓(はらい)川、 

岩岳川、佐井川、花宗池に設定。 

アユの放流 ヤマメの放流 
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資料：農林水産統計、水産振興課調べ 



- 32 - 

 

（コイヘルペスウイルス（ＫＨＶ）病の発生は１件） 

・ＫＨＶ病は、ウイルスの感染によって発病するコイ特有の病気で、死亡率が高く、治

療法も確立されていないため、防疫やまん延防止措置を行う必要があります。 

・本県では平成15年に初めて発生が確認され、16年度は河川やクリークの天然域や養殖

場で多発し大きな被害が発生しました。17年度以降は発生件数が大幅に減少し、23年度

の発生は１件でした。 

・県では、今後も関係機関との連携による監視強化、県内全域を対象とするコイの放流

規制を行い、発生防止、まん延防止に努めます。 

・なお、この病気はコイ以外の魚には感染することはなく、また、感染したコイを食べ

ても人間に感染することはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ＮＰＯと連携し、淡水魚介類の消費を拡大） 

・内水面漁連や漁協では、県農林水産まつりや地域のイ

ベントなどで淡水魚介類の試食会やつかみ取り大会を行

い、淡水魚介類の消費拡大に取り組んでいます。 

・内水面漁連では大型アユを養殖しており、地域活性化

に取り組むＮＰＯと連携して、奥八女地域でこのアユを

干物や甘露煮などに加工した特産品づくりを行っていま

す。このような取組は、中山間地域の活性化にも役立っ

ています。 

 

 

県内での発生状況（陽性確認件数） 

 

アユ加工品（左：開き、右：甘露煮） 
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・水産資源の維持増大には環境の保全が重要であり、漁業者をはじめ、遊漁者や一般県

民の理解と協力が必要です。 

・県では、漁業者や内水面漁連と連携して河川環境及び生態系の保全のため、水質監視

を行うとともに、河川清掃や外来魚および有害鳥類の被害対策に取り組んでいます。 

 

（放流体験を通じ環境保全への啓発が進む） 

・主要河川の水質は基準値を満たしており、魚介類の生息に適した環境でした。 

・内水面の漁連・漁協では、釣り大会などのイベント開催時にゴミ袋を配布し、参加者

全員で環境美化に取り組んでいます。 

・また、内水面の漁連・漁協では、小学生を対象とした内水面に関する標語コンクー

ルや放流体験学習を通じて環境保全に関する啓発活動も行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（漁業者による外来魚駆除の取組が進む） 

・県内の河川や湖沼には、外来生物法※で特定

外来生物に指定されているブラックバス及びブ

ルーギルが生息しています。 

・筑後川、矢部川、今川などでは、アユやテナ

ガエビなどの水産資源を守るため、漁業者がブ

ラックバス、ブルーギルの駆除活動に取り組ん

でいます。 

・寺内ダム、犬山ダム、力丸ダム、筑後川下流

域などでは、漁協が主体となり外来魚駆除を目

的とした釣り大会を実施し、駆除活動を通じて

参加者へ生態系保全の啓発を行っています。 

・県では、内水面漁連と連携して外来魚による生態系への悪影響を軽減するための密放

流防止ポスターを作成し、小中学校へ配布して生態系保全の啓発を図っています。 

 

※外来生物法：特定外来生物による生態系等に関する被害の防止に関する法律 

駆除活動で採捕されたブラックバス 
 

小学生によるアユの放流体験学習 

筑後川・矢部川の水質の推移 

（SSは浮遊物質量で基準値は25mg/l以下、 

DOは溶存酸素量で基準値は7.5mg/l以上） 

資料：農林水産統計、漁業管理課調べ 
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（ハスの効率的な駆除方法を開発） 

・ハスの天然分布は琵琶湖、淀川水系及び福井県

の三方湖に限られていましたが、本県では昭和60

年頃生息が確認され、近年増加傾向にあります。 

・成長に伴い魚食性が強くなるため、内水面の重

要魚種であるアユやオイカワへの食害が懸念され

ます。 

・遊泳力が強いうえに、河川の下流域や湖、ダム

などの開けた場所に生息しているため、有効な捕

獲方法がありませんでした。 

・県では、本県におけるハスの生態と食害状況を

調べ、効率良く駆除する方法を検討しました。 

・本県に生息しているハスは、全長20cmを超える

４才頃にはほぼ魚のみを食べ、特にアユ遡上期の

３～４月にはアユを多く捕食していました。 

・また、ハスは産卵場に集まった時にのみ比較的

容易に投網やさし網で捕獲できることがわかりま

した。しかし、投網や網目の小さなさし網では、

同じ時期、同じ場所で産卵するオイカワも混獲し

てしまいます。そこで網目の大きさを調整した結

果、７節（約５cm）の網目のさし網を用いると、

オイカワの混獲を避けながらハスを捕獲できるこ

とがわかりました。 

・今後は、ハスの影響が見られる漁場では、産

卵場を特定し、積極的な駆除を行うよう普及啓

発していきます。 
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